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諮問庁：農林水産大臣 

諮問日：令和元年７月２４日（令和元年（行情）諮問第１８８号） 

答申日：令和２年６月８日（令和２年度（行情）答申第６３号） 

事件名：「土地改良事業請負工事（業務）等の積算の手引き（工事・業務編）

近畿農政局」等の最新版の開示決定に関する件（文書の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる文書（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に

つき，別紙の２に掲げる文書（以下「本件対象文書１」という。）を特定

し，開示した各決定について，諮問庁が別紙の４に掲げる文書（以下「本

件対象文書２」といい，本件対象文書１と併せて「本件対象文書」とい

う。）を追加して特定し，開示決定等をすべきとしていることについては，

別紙の５に掲げる文書につき，改めて開示決定等をすべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成３１年２月１日付け３０近振第１

２６５号－１及び同年３月１１日付け３０近振第１４６５号により近畿農

政局長（以下「近畿農政局長」又は「処分庁」という。）が行った各開示

決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，おおむね次のとおりで

ある（なお，意見書及び資料の内容は省略する）。 

（１）・審査請求人から法４条１項の規定に基づき別表（省略。以下同じ）

の通り農林水産大臣及び各農政局長に行政文書開示請求書を提出した。 

・農林水産大臣及び各農政局長から審査請求人に法９条１項の規定に基

づき別表の通りに通知があり，別表の通り受理した。 

・審査請求人から法１４条２項に基づき別表の通り農林水産大臣及び各

農政局長に行政文書の開示の実施方法等申出書を提出した。 

・農林水産大臣及び各農政局長から法１４条１項の規定に基づき審査請

求人に別表の通り行政文書の送付があり，別表の通りに受理した。同日，

農林水産大臣及び各農政局長から１に記載する処分を受けたことを知っ

た。【証拠書類Ａ～Ｈ】（省略。以下同じ） 

（２）別表のとおり，審査請求人が１回目の開示請求を実施したところ，北

陸農政局長からは「土地改良事業請負工事（業務）等の積算の手引き
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（工事・業務編） 平成３０年度 北陸農政局」【再掲 証拠書類Ａ 

抜粋Ｐ５～１１】（以下「積算の手引き」という。）が開示されたが，

他の農政局長からは，同様の各種の行政文書をまとめた行政文書は開示

されずに，ごくわずかな行政文書のみが開示された。 

（３）そこで，審査請求人は２回目に「積算の手引き」と同種の行政文書も

しくは同類の行政文書を開示請求したところ，東北農政局長からは「設

計積算施行便覧（質疑応答集） 平成２９年度 東北農政局」【証拠書

類Ｊ】（省略），九州農政局長からは「平成３０年度 設計積算施工便

覧 九州農政局」【証拠書類Ｉ】（省略）（以下，この２つの行政文書

を「設計積算施工便覧」という。）が開示された。農林水産大臣からは

４２件の行政文書（以下「本省行政文書」という。）が開示された。 

（４）審査請求人は，関東農政局長，東海農政局長，近畿農政局長及び中国

四国農政局長に対して，２回目の行政文書の開示の実施方法等申出書の

送付の際に，「本省行政文書」が開示される行政文書に含まれているか

どうか確認依頼した【再掲 証拠書類Ｃ Ｐ１７】。その結果，関東農

政局長及び中国四国農政局長から，追加で開示する行政文書がある旨の

行政文書開示決定通知書の通知があった。 

（５）これまでの（２）から（４）の経緯と開示された行政文書から考える

に，農林水産大臣，関東農政局長，東海農政局長，近畿農政局長及び中

国四国農政局長は，当該行政機関の職員が組織的に用いるものとして

「積算の手引き」や「設計積算施工便覧」と同様の行政文書を作成・保

有していると思われる。特に関東農政局長，東海農政局長，近畿農政局

長及び中国四国農政局長は，１回目の開示請求時点で保有している全て

の行政文書を開示していない。さらには２回目の開示請求時には１回目

で開示した行政文書を含めていない。また，（４）で説明したとおり，

関東農政局長及び中国四国農政局長は明らかに保有する行政文書が在り

ながら対象文書にしていない処分を一時は下している。東海農政局長及

び近畿農政局長は，本省行政文書を関係部署に通知した行政文書を開示

したのみで，他の農政局で見られる独自の行政文書が開示されていない。

このように，農林水産大臣及び各農政局長は自ら作成・保有している行

政文書を秘匿し開示していないと思われ法５条に違反し，違法である。 

（６）農林水産大臣及び各農政局長は，処分の通知では３ 開示の実施の方

法等 （１）開示の実施の方法等の表 行政文書の種類・数量等）の欄

に「Ａ４判文書」を記載している【再掲 証拠書類Ａ～Ｈ 行政文書番

号１０，１６】。 

（７）審査請求人は，農林水産大臣及び各農政局長に提出した行政文書の開

示の実施方法等申出書では，「スキャナにより電子化しＣＤ－Ｒに複写

したものの交付（ＰＤＦファイル）を選択している【証拠書類Ａ～Ｈ 



 3 

行政文書番号１１，１７】。 

（８）しかしながら，交付された行政文書の写し（ＰＤＦファイル）は，Ａ

ｄｏｂｅ Ｒｅａｄｅｒで確認するとテキスト情報が存在することが確

認された【証拠書類Ｋ】（省略）。一般的にスキャナにより電子化した

ＰＤＦファイルにはテキスト情報は存在しない。これらのＰＤＦファイ

ルは，スキャナを介さず，農林水産省及び各農政局で保有していた電磁

的記録を農林水産省及び各農政局がその保有する処理装置及びプログラ

ムにより，直接作成されたものと思われる。 

（９）今回の開示請求時点でもその電磁的記録の行政文書は，農林水産省及

び各農政局が保有していると思われるので，その電磁的記録の行政文書

をそのまま（一部抜粋はせずに）開示すべきである。 

（１０）平成２６年６月１６日（平成２６年度（行情）答申第８１号）第５．

２．（３）によれば，「法３条に定める開示請求権は，あるがままの形

で行政文書を開示することを求める権利であるから，開示請求の対象と

して特定すべき文書は，開示請求時点において行政機関の長が保有して

いる行政文書の形態ないし種別（本件では電磁的記録。）で特定され，

開示実施手数料の算定についても，開示請求時点における当該形態等を

前提として行うものと解すべきである。」とある。よって，今回の処分

は開示請求の対象となった行政文書の形態ないし種別は電磁的記録で特

定され，開示実施手数料の算定も電磁的記録として特定すべきと考える。

併せて，行政文書の形態ないし種別は「紙」と「電磁的記録」の両方の

種別があることを明示すべきと考える。 

（１１）以上の点から，本件処分のうち「１．開示する行政文書の名称に記

載された内容」及び「３ 開示の実施の方法等 （１）開示の実施の方

法等の表行政文書の種類・数量等，開示の実施の方法，開示実施手数料

の額（算定基準），行政文書全体について開示の実施を受けた場合の基

本額，開示実施手数料の各項目に記載された内容」に関する部分の取消

しを求めるため，本審査請求を提起した。 

（１２）中国四国農政局長は開示請求資料の送付にあって，審査請求人に対

して開示された行政文書の受領確認書の返送を求めている【再掲 証拠

書類Ｇ 行政文書番号６，１２，１８】。法１４条開示の実施には，そ

のような規定が無いにも関わらず返送を求めていること，審査請求人へ

のＦＡＸ費用や郵送費用の負担を求めていること，及び氏名・連絡先の

個人情報の取り扱い目的が記載されていないことは違法と思われる。あ

わせて，この部分の取り消しを求めるため，本審査請求を提起した。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 経緯 

審査請求人より，平成３０年１２月５日付けで以下の内容の行政文書開
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示請求書（以下「開示請求書」という。）が提出され，これを処分庁は，

同月１０日にこれを接受した。 

・開示請求書の内容 

「請求する行政文書の名称等 

以下の文書名称の行政文書もしくは同類の内容が記載された行政文

書 

・土地改良事業請負工事（業務）等の積算の手引き（工事・業務

編）近畿農政局 

最新版の開示を請求します 

参考までに北陸農政局の開示事例を添付します」 

なお，開示請求書に添付された開示事例は，審査請求人が北陸農政局長

に提出した開示請求書（平成３０年９月１１日付け）に対し，北陸農政局

長が平成３０年１１月９日付けで開示決定した文書であり，当該開示請求

書の内容及び開示した文書の名称は以下のとおりである。 

・開示請求書の内容 

「請求する行政文書の名称等 

平成３０年度に土木工事について，その積算をするために利用され

ている積算基準・指針・要領・参考資料・マニュアル・条件表など

の種々の書類の内，貴農政局で独自に作成された書類一式 

但し，市販されている書類（例：土地改良工事積算基準）は除く」 

・開示した文書の名称 

「土地改良事業請負工事（業務）等積算の手引（工事・業務編）平成３

０年度北陸農政局」（積算の手引き） 

審査請求人からは，北陸農政局長への開示請求書の提出日と同日付けで

処分庁に対しても同内容の開示請求書が提出されており，これに対し処分

庁は，近畿農政局内で平成３０年度の土木工事の積算に利用する積算基準

等の各種書類のうち，処分庁において独自に作成した行政文書を該当文書

として特定し，開示していた。 

しかし，処分庁が個別の通知文書を開示したのに比して，北陸農政局長

が開示した「積算の手引き」は，工事並びに工事に係る調査，測量及び設

計業務に係る通知文書等をまとめたものであったため，処分庁に対しても

同様の行政文書を求める請求がなされたものである。 

処分庁では，開示請求書に示された文書名称の行政文書や，開示事例と

された「積算の手引き」と同様の行政文書を作成していなかったが，「積

算の手引き」には，農林水産本省（以下「本省」という。）から地方農政

局に発出した文書（以下「本省発出文書」という。）及びこれを受けて，

北陸農政局本局において局内出先機関に通知した文書も掲載されていたた

め，処分庁は，本開示請求において対象とする行政文書の考え方について，
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平成３０年１２月１０日に審査請求人に対し電話にて照会し，局内の出先

機関へ通知した積算に関する事務連絡等を対象とすることを確認した。 

処分庁は，本確認結果を踏まえ，「積算の手引き」に掲載される積算に

関する本省発出文書を受けて処分庁において局内出先機関に通知した文書

が「同類の内容が記載された行政文書」に当たるものとして，保有する行

政文書から該当するものを特定することとした。 

しかし，該当文書の特定作業に時間を要するため，平成３０年１２月２

７日付け３０近振第１２６５号「開示決定等の期限の延長について（通

知）」により，開示決定等の期限を延長することを審査請求人に通知した

（３０近振第１２６５号）。 

その後，該当文書を特定し，平成３１年２月１日付け３０近振第１２６

５号－１「行政文書開示決定通知書」（以下「開示決定通知」という。）

により，「土木工事積算における留意事項について」ほか１０件を開示決

定（内訳は別紙（省略）のとおり）し，審査請求人に通知した。 

本開示決定通知に対し，行政文書の開示の実施方法等申出書（以下「申

出書」という。）が平成３１年２月７日付けで審査請求人より提出された。

また，これと併せて，以下の内容の開示請求及び確認を依頼する書面が同

日付けで提出され，処分庁は，当該開示請求書及び確認を依頼する書面が

同日付で提出され，処分庁は，当該開示請求書を平成３１年２月１２日付

けで接受した。 

・開示請求の内容 

「請求する行政文書の名称等 

以下の文書名称の行政文書もしくは同類の内容が記載された行政文

書 

・土地改良事業請負工事（業務）等の積算の手引き（工事・業務

編）近畿農政局 

但し，平成３１年２月１日付け３０近振第１２６５号－１にて開示

された行政文書は除く。 

最新版の開示を請求します 

参考となる開示事例は，当方が提出した平成３０年１２月５日付け

行政文書開示請求書の添付資料のとおり」 

・確認依頼の内容 

「今回開示される行政文書の中に，本省から開示された４２件の行政文

書（審査請求人から諮問庁に対しても同様の開示請求書が提出されてお

り，これに対し，諮問庁が開示決定した行政文書の一覧表が当該書面に

記載されていた。）に関係する文書として，貴局内の関係部署に対し，

当該本省発出文書を通達した文書及び本省発出文書に関する取扱や運用

等を通知した文書が含まれているか。漏れている場合，とりあえず今回
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の申出書分はそのまま交付し，後日，訂正した開示決定通知及び申出書，

資料を追加したＣＤ－Ｒを送付されたい。」 

処分庁は，本開示請求書及び確認依頼において対象とする行政文書の考

え方について，平成３１年２月１２日に審査請求人に対し電話にて照会し，

確認依頼に記載された本省発出文書（積算に関する文書以外の文書も含

む）を局内出先機関に通知した文書のうち，平成３１年２月１日付け開示

決定通知に含まれていない文書を対象とすることを確認した。 

処分庁は，本確認結果を踏まえ，確認依頼のあった４２件の行政文書に

ついて，保有する行政文書から再度確認することとした。一方，平成３１

年２月１日付けで開示決定した行政文書については，申出書に基づきＰＤ

ＦファイルとしてＣＤ－Ｒに複写し，平成３１年２月１２日付けで審査請

求人に送付した。 

その後，上記の確認結果として，前回の開示決定通知に含まれていない

行政文書が１１件確認されたため，処分庁は，平成３１年３月１１日付け

３０近振第１４６５号開示決定通知により，「国営土地改良事業等の工事

における工期設定の改善について」ほか１０件を開示決定（内訳は別紙

（省略）のとおり）し，審査請求人に通知した。 

本件開示決定通知に対する申出書が，平成３１年３月１５日付けで審査

請求人より提出されたため，処分庁は，本申出書に基づき，開示文書をＰ

ＤＦファイルとしてＣＤ－Ｒに複写し，平成３１年３月１８日付けで審査

請求人に送付した。 

これら処分庁が行った原処分について，審査請求人から諮問庁に対し，

平成３１年４月２４日付けで審査請求書が提出され，これを諮問庁は平成

３１年４月２６日に接受した。 

２ 審査請求人の主張 

審査請求書によれば，審査請求人の主張は，おおむね次のとおりである。 

（１）平成３０年９月１１日付けで，関東農政局長，北陸農政局長，東海農

政局長，近畿農政局長及び中国四国農政局長に対して開示請求書を提出

し，土木工事の積算基準等の資料について開示を求めたところ，北陸農

政局長からは「積算の手引き」が開示されたが，他の農政局長からは

「積算の手引き」と同様に各種資料をまとめた行政文書は開示されず，

それぞれ個別の行政文書が開示された。 

平成３０年１１月２２日付けで，東北農政局長及び九州農政局長に対

して同様の開示請求書を提出したところ，東北農政局長からは「設計積

算施工便覧（質疑応答集） 平成２９年度 東北農政局」（平成３０年

度の資料として平成２９年度末に改訂したもの），九州農政局長からは

「平成３０年度 設計積算施工便覧 九州農政局」（設計積算施工便

覧）が開示された。 
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平成３０年１２月５日付けで，農林水産大臣，関東農政局長，東海農

政局長，近畿農政局長及び中国四国農政局長に対して開示請求書を提出

し，「積算の手引き」若しくはこれと同類の内容の資料について開示を

求めたが，それぞれ個別の行政文書が開示決定された。当該開示決定文

書の中に，農林水産大臣が開示決定した地方農政局への通知文書を局内

出先機関に通知した文書が含まれているかを関東農政局長，東海農政局

長，近畿農政局長及び中国四国農政局長に対して確認したところ，関東

農政局長及び中国四国農政局長から開示決定通知に含まれていない文書

があるため追加で開示する旨の連絡があった。 

以上の経緯や開示された行政文書から考えるに，農林水産大臣，関東

農政局長，東海農政局長，近畿農政局長及び中国四国農政局長は，「積

算の手引き」や「設計積算施工便覧」と同様の文書を作成，保有してい

ると思われるが，秘匿し，開示していないと思われ，法５条に違反し，

違法である。 

以上のことから，開示決定通知に記載された処分のうち，「１ 開示

する行政文書の名称」に関する部分の取消しを求める。 

（２）開示決定通知の「３ 開示の実施の方法等」の表中「行政文書の種

類・数量等」欄に，開示文書の種別が「Ａ４判文書」と記載されていた

ため，これをスキャナにより電子化したＰＤＦファイルの交付を申し出

たところ，交付されたＰＤＦファイルの中にテキスト情報が存在するこ

とが確認された。これらのＰＤＦファイルは，スキャナを介さず，電磁

的記録から直接作成されたものと思われる。 

今回の開示請求時点でも，電磁的記録の行政文書を農林水産大臣及び

各地方農政局長は保有していると思われるので，電磁的記録の行政文書

は，そのまま（一部抜粋はせずに）開示すべきである。 

また，電磁的記録の行政文書の種別は電磁的記録で特定し，開示実施

手数料の算定も電磁的記録として特定すべきであり，行政文書の形態な

いし種別は「紙」と「電磁的記録」の両方あることを明示すべきと考え

る。 

以上のことから，開示決定通知に記載された処分のうち，「３ 開示

の実施の方法等」の表中の「行政文書の種類・数量等」ほかの項目に関

する部分の取消しを求める。 

３ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求に係る経緯は前記１に，審査請求人の主張は前記２に記載

したとおりであるが，諮問庁としては，前記２の（１）に係る審査請求

（以下「審査請求（１）」という。）については，審査請求を踏まえた再

確認の結果，追加の開示決定が必要と考え，前記２の（２）に係る審査請

求（以下「審査請求（２）」という。）については，本審査請求に係る開
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示決定通知の修正が必要と考える。 

その理由については，以下に記載する。 

（１）審査請求（１）について 

本件の開示請求書において，審査請求人は「土地改良事業請負工事

（業務）等の積算の手引き（工事・業務編）近畿農政局」という文書名

称の行政文書若しくは「同類の内容が記載された行政文書」の開示を求

め，開示事例として，北陸農政局の「積算の手引き」を示している。 

「積算の手引き」は，北陸農政局において，局内の工事担当者向けの

執務参考資料として工事並びに工事に係る調査，測量及び設計業務の実

施に当たっての基準等が記された文書を独自に取りまとめたものである

が，このような資料は，本省から各地方農政局に対し作成の指示を行う

ものではなく，各地方農政局の判断により作成されるものであり，処分

庁においては作成していない。 

このことから，処分庁は，本件の前に審査請求人から提出された開示

請求書（平成３０年９月１１日付け）に対し，平成３０年度の土木工事

の積算に利用する積算基準等の各種書類のうち独自に作成した個別の行

政文書を開示し，また，本件の開示請求書に対しても，開示事例とされ

た「積算の手引き」に掲載される本省発出文書を受けて処分庁において

局内出先機関に通知した文書を「同類の内容が記載された行政文書」と

して開示している。 

これに対して審査請求人は，北陸農政局長から「積算の手引き」が，

東北農政局長及び九州農政局長からも「設計積算施工便覧」が開示され

たことをもって，処分庁においても「積算の手引き」や「設計積算施工

便覧」と同様の行政文書を作成，保有していると推測し，これを秘匿し

ているとして原処分の取消しを主張している。 

しかしながら，前述のとおり処分庁では「積算の手引き」と同様の行

政文書を作成，保有していないことから，本件の開示請求書に照らして

「同類の内容が記載された行政文書」として特定したものを開示したと

ころである。 

一方，本審査請求を踏まえ，開示文書に漏れ等がないか処分庁におい

て改めて確認を行ったところ，開示対象として特定すべき３件の文書

（本件対象文書２）が確認された。 

３件とも「積算の手引き」に掲載された本省発出文書を受けて処分庁

において局内出先機関に通知した文書であるが，別の文書と合併して局

内出先機関に通知されており，通知文書の件名が別の文書の件名から引

用されていたことから，開示する文書を確認した際に，当該文書を対象

外と判断していた。 

このことは，決して保有する行政文書を秘匿するような意図によるも
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のではなく，先の開示決定における文書の確認が十分でなかったことが

原因となるものであり，猛省すべきことと考える。 

このため，これら３件の文書について追加の開示決定手続きが必要と

考える。 

なお，このほかに対象となる行政文書が存在しないか，諮問庁から処

分庁に対し，再度，事務室，書庫及び共用フォルダ等の探索を指示した

結果，これら３件以外に該当する文書の存在は確認されなかったところ

である。 

（２）審査請求（２）について 

処分庁は，本件の開示決定通知において，開示する文書の種別を「Ａ

４判文書」として審査請求人に通知している。 

実際には電磁的記録としても保存されていたが，法１６条の「手数料

の額を定めるに当たっては，できる限り利用しやすい額とするよう配慮

しなければならない」とする規定を考慮し，種別に応じた開示実施手数

料の額を試算した結果，「電磁的記録」より「文書又は図画」とした方

が総じて安価であると判断したため，種別を「Ａ４判文書」としたもの

である。 

審査請求人より，「スキャナにより電子化しＣＤ－Ｒに複写したもの

の交付（ＰＤＦファイル）」を求めるとする申出書の提出があり，該当

する文書をＣＤ－Ｒに複写し交付したところであるが，審査請求人が主

張するとおり，電磁的記録からＰＤＦファイルに変換し複写したものが

あることも事実である。 

しかしながら，これは処分庁における情報公開事務に係る作業の効率

性を考慮したもので，審査請求人が主張する，電磁的記録の行政文書の

一部を抜粋しＰＤＦファイルに変換したような事実はない。 

一方，電磁的記録の行政文書の種別は電磁的記録で特定し，開示実施

手数料の算定も電磁的記録として特定すべきであり，行政文書の形態な

いし種別は「紙」と「電磁的記録」の両方あることを明示すべきとの主

張は妥当であり，開示決定通知の「３ 開示の実施の方法等」の表中の

「行政文書の種類・数量等」ほかの項目について修正が必要と考える。 

４ 結論 

以上により，諮問庁としては，審査請求（１）については，審査請求を

踏まえた再確認の結果，追加の開示決定が必要と考え，審査請求（２）に

ついては，本審査請求に係る開示決定通知の修正が必要と考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 令和元年７月２４日  諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 
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③ 同年９月３日     審査請求人から意見書及び資料を収受 

④ 令和２年４月９日   審議 

⑤ 同年５月１４日    審議 

⑥ 同年６月４日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

  本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

本件対象文書１を特定して開示する各決定（原処分）を行った。なお，本

件対象文書１に含まれる具体的な文書は，別紙の４記載の２２文書である。 

これに対し，審査請求人は，本件対象文書の外にも開示請求の対象とし

て特定すべき文書があるはずであるとして，行政文書開示決定通知書に記

載された処分のうち，①「１ 開示する行政文書の名称」に関する部分の

取消し，②「３ 開示の実施の方法等」の表中，「行政文書の種類・数量

等」ほかの項目に関する部分の取消しを求めているところ，諮問庁は，①

については本件対象文書２を追加して特定すべきとし，②については，原

処分の修正が必要としていることから，本件対象文書の特定の妥当性につ

いて，以下検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，本件対象文書を特定した

経緯等について改めて確認させたところ，諮問庁は，以下のとおり説明

する。 

ア 本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，開示事

例として，北陸農政局の「積算の手引き」（以下「北陸農政局積算手

引き」という。）が示されている。 

イ 北陸農政局積算手引きは，北陸農政局において，局内の工事担当者

向けの執務参考資料として本省からの工事並びに工事に係る調査，測

量及び設計事務の実施に当たっての基準等が記された文書と北陸農政

局が独自に作成した文書を取りまとめたものである。 

ウ 工事等の積算に関する具体的な取扱いについて，本省において「土

地改良工事積算基準（農村振興局整備部設計課監修，図書として市

販）」を定めるとともに，当該基準で定めた取扱いの考え方や留意点，

また，新たな積算方法を取り入れる場合における具体的な手順等につ

いての文書を発出しており，これらに基づき各農政局等において工事

等の積算作業は実施可能であることから，近畿農政局では北陸農政局

積算手引きに類する文書を作成していない。   

エ そこで，「請求のあった文書名称の行政文書と同類の内容が記載さ

れた行政文書」については，以下に該当する文書を特定した。 

（ア）北陸農政局積算手引きに内容が掲載されている本省発出の文書
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（文書件名のみが引用されているものを除く。）を近畿農政局が局

内出先機関に送付する際に作成した連絡文書を特定した。 

（イ）ただし，開示請求書に「最新版」を請求する旨記載されていたこ

とから，上記（ア）に該当する文書であっても，記載内容が過去の

取扱いであるものは特定せず，これに対応する改定後の文書がある

場合は当該文書を特定した。 

（ウ）そのほか，北陸農政局独自文書（本省が定めた積算基準や本省発

出文書の細部取扱い等について，北陸農政局が独自に整理し，文書

や当該手引きにより局内出先機関へ通知したもの）と同様の内容が

記載された近畿農政局の独自文書を特定した。 

（エ）また，審査請求人が主張する１回目の開示請求で開示された文書

について，本件対象文書と重複する文書は既に開示済みであるとの

判断から，本件開示請求においては特定しなかった。なお，この点

につき，原処分前に審査請求人への意思確認は行っていない。 

（オ）北陸農政局積算手引きに含まれる積算に関する質疑については，

近畿農政局においては，局内の工事担当者を参集した会議，説明会

での質問及びこれに回答した内容を記録した「管内設計積算等質疑

応答集」を，本件開示請求時点でも保有していたものの，会議等で

の回答内容の記録を目的としたものであり，積算作業に利用するも

のではなかったところ，審査請求人が本件開示請求前に行い上記北

陸農政局積算手引きが特定された別件の開示請求の請求内容は「平

成３０年度の土木工事の積算に利用される書類一式」であったこと

から，特定する文書に該当しないと判断した。 

（カ）そのほか，審査請求人が特定されていないと主張している文書は，

いずれも，積算に使用しない文書や，上記（ア）ないし（ウ）に該

当しない文書である。 

（キ）一方，本審査請求を踏まえ，開示文書に漏れ等がないか近畿農政

局において改めて確認を行ったところ，「北陸農政局積算手引き」

に掲載された本省発出文書を受けて近畿農政局において局内出先機

関に通知した文書のうち，別の文書と合併して局内出先機関に通知

されたもののなかに，本件対象文書２の存在が確認されたことから，

これを追加して特定すべきである。 

オ なお，開示文書に漏れ等がないか改めて関係部署（近畿農政局農村

振興部設計課等）の事務室，書庫，文書管理システム，共有フォルダ

等の探索を行ったほか，対象文書の存在が地方農政本局で確認できな

かった場合には，局内出先機関に照会し，地方農政局本局から受領し

た文書が残っていないかを確認したが，上記エ（キ）の文書以外に開

示対象として新たに特定すべき文書は確認されなかった。 
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（２）諮問庁の上記（１）の説明を踏まえ，以下検討する。 

ア 審査請求人は，北陸農政局の開示事例を示しつつ，「土地改良事業

請負工事（業務）等の積算の手引き（工事・業務）編 近畿農政局」

という名称の文書（以下「近畿農政局積算手引き」という。）又は同

類の内容が記載された文書としており，農林水産省で実施される土木

工事に関し，その積算をするために利用されている積算基準，指針，

要領，参考資料，マニュアル，条件表などの書類を示しているものと

解される。 

イ 当審査会において土地改良工事積算基準（農村振興局整備部設計課

監修，図書として市販）を確認したところ，当該図書には，土地改良

工事に関する工事費や施工単価の算出方法，積算に関する解説等，工

事等の積算に関する具体的な取扱いが記載されていることが認められ

る。 

ウ これらを踏まえると，近畿農政局において，近畿農政局積算手引き

を作成する必要性がなく，現在は作成していないとする上記第３の３

（１）及び上記（１）ウの諮問庁の説明に特段不自然・不合理な点は

なく，これを覆すに足る事情も認められない。 

エ そして，積算に関する質疑については，保有しているものの，積算

作業に利用するものではなかったことから，本件開示請求の対象とし

て特定せず，手引きと同類の内容が記載された文書を特定することと

した旨の上記（１）エの諮問庁の説明は，不当とはいえない。 

オ また，近畿農政局積算手引きと同類の内容が記載された文書の範囲

及び本件開示請求において特定しなかった文書についての上記（１）

エの諮問庁の説明は，別件開示請求で開示された文書に関する部分を

除き不自然・不合理とはいえず，当審査会において，上記北陸農政局

積算手引き並びに処分庁において開示決定した本件対象文書１及び諮

問庁が特定すべきとする本件対象文書２の一覧の提示を受けて確認し

たところ，本件対象文書は当該説明に合致するものである。 

カ そして，本件対象文書の探索範囲等については，上記（１）オのと

おりであり，その探索の範囲等について，特段の問題があるとは認め

られず，近畿農政局において本件対象文書及び別件開示請求で開示さ

れた文書以外に本件請求文書に該当する文書を保有しているとは認め

られない。 

キ 一方，諮問庁は，別件開示請求で開示された文書については，上記

（１）エ（エ）の理由により除外した旨説明するので，当審査会にお

いて，処分庁において別件開示請求時に開示決定した文書の一覧の提

示を受けて確認したところ，本件対象文書には，別件開示請求時に開

示決定した別紙の５に掲げる文書は含まれていない。 



 13 

しかし，本件請求文言には別件開示請求で開示された文書を本件開

示請求の対象から除外する意思を有していることをうかがわせる記

載はなく，処分庁はこの点について審査請求人への意思確認も行っ

ていないというのであるから，別件開示請求で開示された文書が除

外されたものと解することはできず，別件開示請求で開示された文

書のうち，別紙の５に掲げる文書は本件対象文書に該当すると認め

られる。 

ク 以上を踏まえると，近畿農政局において，本件対象文書の外に開示

請求の対象として特定すべき文書として，別紙の５に掲げる文書を保

有していると認められるので，これを特定し，改めて開示決定等をす

べきである。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

（１）審査請求人は，行政文書開示決定通知書の「３ 開示の実施の方法

等」欄の記載事項等に関し，上記第２の２（６）ないし（１０）のとお

り主張する。 

しかし，処分庁の開示の実施に当たり，電磁的記録の行政文書をその

まま開示すべきである旨の主張については，開示の実施の方法に係る不

服申立てであって，法１９条１項に基づいて諮問すべき事項に当たらな

いため，当審査会が答申すべき対象とは認められない。 

なお，諮問庁は，上記第３の３（２）のとおり，「３ 開示の実施の

方法等」欄の記載については，審査請求人の主張を受け，修正が必要と

考える旨述べている。 

また，手数料の算定に関する主張も当審査会が答申すべき事項ではな

い。 

（２）審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するもので

はない。 

４ 付言 

別紙の１及び２のとおり，処分庁は，本件開示請求を受けて特定した文

書名として，本件請求文書と同一の文書名を開示決定通知書に記載した上

で，別紙の２に掲げる文書を開示したものであるが，本来は，開示決定通

知書には，特定した文書名としてそれらの文書の名称を記載すべきであっ

たのであるから，今後，この点に留意して適切に対応することが望まれ

る。 

５ 本件各開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し，開示した各決定について，諮問庁が本件対象文書２を追加して特定

し，開示決定等をすべきとしていることについては，近畿農政局におい

て，本件対象文書の外に開示請求の対象として特定すべき文書として，別
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紙の５に掲げる文書を保有していると認められるので，これを対象とし

て，改めて開示決定等をすべきであると判断した。 

（第４部会） 

委員 山名 学，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 
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別紙 

 

１ 本件請求文書 

以下の文書名称の行政文書もしくは同類の内容が記載された行政文書 

土地改良事業請負工事（業務）等の積算の手引き（工事・業務編）近畿農

政局 

最新版の開示を求めます 

参考までに北陸農政局の開示事例を添付します 

 

２ 本件対象文書１ 

（１）平成３１年２月１日付け開示決定（３０近振第１２６５号－１） 

以下の文書名称の行政文書もしくは同類の内容が記載された行政文書 

・土地改良事業請負工事（業務）等の積算の手引き（工事・業務編）近

畿農政局  

（平成３０年１２月１０日 電話確認） 

・貴局から出先機関へ通知した事務連絡等を請求 

・積算に係る文書のみとする（設計施工，契約等に係る文書は対象外）。 

 

（２）平成３１年３月１１日付け開示決定（３０近振第１４６５号） 

以下の文書名称の行政文書もしくは同類の内容が記載された行政文書 

・土地改良事業請負工事（業務）等の積算の手引き（工事・業務編）近

畿農政局  

但し，平成３１年２月１日付け３０近振第１２６５号－１にて開示さ

れた行政文書は除く。 

 

３ 本件対象文書１に含まれる文書 

（１）土木工事積算における留意事項について 

（２）平成３０年度 積算・施工等基準関係の通知（農村振興局整備部設計課

長通知）について 

（３）汎用ポンプについて 

（４）水管理制御設備製作据付工事に係る参考見積による予定価格の算出方法

の取扱いについて 

（５）「土木工事の工期設定及び作業不能日の条件明示について」の一部改正

について 

（６）「施設機械等工事の品質確保に関する留意事項」について 

（７）工事請負契約書第２５条の積算上の取り扱いについて 

（８）賃金又は物価変動に基づく請負代金の減額となる場合の工事請負契約書

第２５条の運用について 
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（９）近接して工事を発注する場合の間接工事費の調整について 

（１０）電気通信設備工事に係る機器管理費率の補正について 

（１１）電気通信設備工事の契約保証費の取り扱いについて 

（１２）国営土地改良事業等の工事における工期設定の改善について 

（１３）農業農村整備事業等における分別解体等，再資源化等及び再生資源の

利用に関する取扱いについて 

（１４）建設工事に係る資材の再資源化に関する法律第１１条通知について 

（１５）「土木工事共通仕様書の制定について」の一部改正について 

（１６）工事の施工効率向上対策並びに業務の成果品質確保対策に係る運用つ

いて 

（１７）「独立型太陽電池電源装置の設計における留意事項」について 

（１８）平成３０年度 積算・施工等基準関係の通知（農村振興局長通知）に

ついて 

（１９）「施工段階における確認マニュアルについて」の一部改正について 

（２０）低入札価格調査制度対象工事に係る特別重点調査の試行における施設

機械設備工事等の運用について 

（２１）平成２１年度以降発注の記録映像製作業務の契約方式について 

（２２）委託事業における価格積算について 

 

４ 本件対象文書２ 

（１）平成２７年度建設工事等の入札契約手続き関係等の通知（農村振興局整

備部設計課長通知）について 

（２）工事に関する総合評価落札方式の実施に伴う事務手続きについて等の一

部改正について 

（３）平成２９年度入札・契約手続関係の通知（大臣官房参事官（経理）通

知）について 

 

５ 改めて開示決定等をすべき文書 

（１）近畿農政局設計材料単価決定要領 

（２）近畿農政局設計材料単価決定要領の運用 

（３）近畿農政局見積による設計材料単価決定要領 

（４）平成３０年度月標準稼働日数及び特殊養生対象期間について 


